
Ⅰ 統一的な基準による財務書類４表について 

 

はじめに 

全ての地方公共団体において平成 29年度までに統一的な基準による財務書類を作成する

こととなったことから、平成 28 年度決算より平成 20 年度決算以降作成してきた総務省方

式改訂モデルにかわり、統一的な基準による財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算

書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を作成しています。 

 

 

１.統一的な基準による財務書類の特徴 

 会計処理方法として民間企業会計と同様の「複式簿記（発生主義会計）」を導入するとと

もに、現存する全ての固定資産情報を一覧にした「固定資産台帳」を整備することで、単

式簿記（現金主義会計）では見えにくい減価償却費などのコスト情報や、資産・負債とい

ったストック情報が把握できます。また、全国統一の基準であるため、各団体間の比較が

可能となります。 

 

 

２.対象とする会計の範囲 

財務書類４表をそれぞれ一般会計等、全体、連結ベースで作成しています。 

・一般会計等：一般会計及び特別会計（地方公営事業会計以外）からなる財務書類 

・全体：一般会計等財務書類に公営事業会計を加えた財務書類 

・連結：全体財務書類に関係団体を加えた財務書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・一般会計 

・母子父子寡婦福祉資金特別会計 

・就農支援資金特別会計 

・中小企業高度化資金特別会計 

・集中管理特別会計 

・証紙特別会計 

・栗林公園特別会計 

・吉野川総合開発香川用水建設事業特別会計 

・林業・木材産業改善資金特別会計 

・沿岸漁業改善資金特別会計 

・県立大学特別会計 

・奨学金特別会計 

・県債管理特別会計 

 

一般会計等 

・病院事業会計     ・工業用水道事業会計 

・水道用水供給事業会計 ・五色台水道事業会計 

○港湾整備事業 

・臨海工業地帯造成事業特別会計 

○宅地造成事業 

・臨海工業地帯造成事業特別会計 

・番の州地区臨海工業用土地造成事業特別会計 

・内陸工業団地造成事業特別会計 

○駐車場事業 

・駐車場事業特別会計 

○観光施設事業（その他観光施設） 

・臨海工業地帯造成事業特別会計 

公営企業会計的な性格を

有する特別会計 

公営事業会計 

全体 

公営企業会計 

連結 

 ・関係団体（27 法人） 



出資割合が 50％超の法人及び出資割合が 50％以下で本県が実質的に主導的な立場にある

法人について連結を行いました。（具体的には、以下の関係団体です。） 

【関係団体（27 法人）】 

・（公財）吉野川水源地域対策基金             ・（公財）明治百年記念香川県青少年基金 

・（公財）置県百年記念香川県文化芸術振興財団 ・（公財）香川県国際交流協会 

・（公財）かがわ水と緑の財団                 ・（公財）香川県環境保全公社 

・（公財）かがわ健康福祉機構                 ・（公財）香川県児童・青少年健全育成事業団 

・（公財）香川県身体障害者団体連合会       ・（社福）かがわ総合リハビリテーション事業団 

・（社福）香川県社会福祉事業団               ・（公財）香川いのちのリレー財団 

・（公財）香川県食鳥衛生検査センター         ・（公財）香川県生活衛生営業指導センター 

・（公財）かがわ産業支援財団                 ・香川県信用保証協会 

・（公財）瀬戸大橋記念公園管理協会           ・瀬戸大橋高速鉄道保有（株） 

・（一財）かがわ県産品振興機構        ・（公財）香川県農地機構 

・（公財）香川県青果物協会          ・（公財）香川県畜産協会 

・（公財）香川県水産振興基金                 ・香川県漁業信用基金協会 

・（公財）香川県建設技術センター             ・（公財）香川県下水道公社 

・（公財）香川県暴力追放運動推進センター             

※高松空港ビル（株）につきましては、平成 29 年 11 月に全株式を譲渡したため連結の範

囲から除外しております。 

 

 

３. 財務書類４表の種類 

 

(1) 貸借対照表（BS） 

 年度末時点の資産、負債、純資産の残高及び内訳を表したものです。 

○ 資産： 学校、公園、道路など将来の世代に引き継ぐ社会資本や、基金など将来現金化

することが可能な財産 

○ 負債： 県債や退職手当引当金など将来世代の負担となるもの 

○ 純資産：将来返済しなくてよい財産（純資産＝資産－負債） 

 

 

(2) 行政コスト計算書（PL） 

 年度中の資産形成につながらない行政サービス提供にかかる費用と収益を表したものです。 

○ 人件費： 職員給与や議員報酬など 

○ 物件費等： 備品購入費や消耗品費、委託料、施設等維持補修経費、減価償却費など 

○ その他の業務費用： 県債償還の利子など 

○ 移転費用： 補助金や社会保障経費など 

○ 経常収益： 使用料や手数料、財産貸付収入、預金利子、受託事業収入、雑入など 

○ 臨時損失： 災害復旧に要する経費、資産の除却・売却により生じた損失など 

○ 臨時利益： 資産の売却により生じた利益 

 

 

 

 



 (3) 純資産変動計算書（NW） 

 年度中の純資産の変動や年度末残高を表したものです。 

○ 財源： 税収等（県税、地方交付税、分担金・負担金など）及び国庫支出金など 

○ 資産評価差額： 有価証券などの資産の評価差額 

○ 無償所管換等： 無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額など 

○ その他： 上記以外の純資産及びその内部構成の変動 

 

 

(4) 資金収支計算書（CF） 

 年度の資金収支の状況を活動区分ごとに表したものです。 

○ 業務活動収支： 行政サービスを行ううえでの継続的な収入・支出など 

○ 投資活動収支： 学校、公園、道路などの資産形成や貸付金等の収入・支出など 

○ 財務活動収支： 県債等の借入、償還など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


